
株 主 各 位
平成 年 月 日

静岡県浜松市中沢町 番 号

代表取締役社長 伊 藤 修 二

第 期定時株主総会招集ご通知
拝啓 ますますご清栄のこととお慶び申しあげます。
さて、当社第 期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く
ださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、同封の議決権行使書用紙または電磁的方法（イ

ンターネット等）により議決権を行使することができます。書面により議決権を行
使する場合には、お手数ながら後記の 議決権の行使についての参考書類 をご検
討いただき、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示、ご押印のうえ、平成 年
月 日（月曜日）までに当社に到着するようご返送いただきたくお願い申しあげま
す。また、電磁的方法により議決権を行使する場合には、同じく後記の参考書類を
ご検討いただき、後記の 電磁的方法（インターネット等）による議決権行使のお
手続きについて （ 頁）をご確認のうえ、議決権の行使をお願い申しあげます。

敬 具

記

．日 時 平成 年 月 日（火曜日）午前 時
．場 所 浜松市中沢町 番 号 当社 号館 階

（末尾の 株主総会会場ご案内図 をご参照ください。）
．会議の目的事項
報 告 事 項 ．第 期（平成 年 月 日から平成 年 月 日まで）

営業報告書、連結貸借対照表および連結損益計算書の内容
ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結
果報告の件

．第 期（平成 年 月 日から平成 年 月 日まで）
貸借対照表および損益計算書の内容報告の件

決 議 事 項
第 号議案 第 期利益処分案承認の件
第 号議案 定款一部変更の件

議案の要領は、後記の 議決権の行使についての参考書類
（ 頁から 頁まで）に記載のとおりであります。

第 号議案 取締役 名選任の件
第 号議案 監査役 名選任の件
第 号議案 退任取締役および退任監査役に対する退職慰労金贈呈ならびに

取締役および監査役に対する退職慰労金制度廃止に伴う退職慰
労金打切り支給の件

以 上

（お願い） 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申しあげます。

（証券コード ）



営業の概況
．企業集団の営業の経過および成果

全般的営業の状況

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の好調さを背景に、雇用環

境の改善が進み、個人消費や設備投資、輸出が堅調に推移しました。海外の景

気は、米国、中国その他アジア諸国で拡大が続き、欧州でも緩やかな回復傾向

が見られました。

このような状況の中で当社グループは、中期経営計画
ワイエスディーゴーゼロ ※の目

標実現に向けて諸施策を実施してまいりました。

顧客のライフスタイルに合わせた新しいコンセプトの音楽教室や店舗の開設

を進め、国内楽器市場の活性化に取り組んだほか、中国でも、音楽教室事業を

開始し、更なる中国市場開拓のための環境整備を行いました。また、設備音響

市場での事業拡大を目指して米国に設備音響販売のための現地法人を設立しま

した。

技術開発力、商品企画力の向上に努め、それぞれの事業分野において多くの

新商品・サービスを市場に投入しました。音とネットワークに関する独自技術

を活かした新たな商品群の提案を行っていくために、サウンドネットワーク事

業部を設置しました。

製造改革では、生産性の向上とピアノ製造における技術・技能の伝承を図る

ため、国内ピアノ生産拠点を平成 年までに、段階的に掛川工場に集約するこ

とを決定しました。業務・事業構造改革につきましては、引き続き シス

テムの構築、スタッフ部門の効率化、不採算事業の再構築に努めました。また、

環境 などの環境問題にも積極的に取り組み、平成 年 月末には当社国

内生産拠点のすべてにおいて廃棄物ゼロエミッションを達成しました。

販売の状況につきましては、楽器事業、リビング事業は売上げ増加となりま

したが、電子機器・電子金属事業が大幅な売上げ減少となりました。その結果、

（添 付 書 類）

営 業 報 告 書
平成 年 月 日から
平成 年 月 日まで



当連結会計年度の売上高は 億 百万円（前期比 ％増加）となりました。

損益につきましては、半導体の売上げ減少と利益率の低下により、経常利益

は 億 百万円（前期比 ％減少）、当期純利益は 億 百万円（前期比

％増加、ただし、前期は、固定資産の減損に係る会計基準の早期適用によ

る特別損失と厚生年金基金の代行部分の過去分返上に伴う特別利益の差額とし

て 億 百万円の損失を計上しています。）となりました。

※ は （持続的な発展）の頭文字を指し、 は

億円の利益水準 実質有利子負債ゼロ の目標を表すものです。

事業別営業の状況

［楽器事業］

ピアノは、国内では総需要の減少傾向が続きましたが、米国のグランドピア

ノ販売が好調に推移し、また中国でも伸長したことにより、売上げ増加となり

ました。電子楽器は、エレクトーンが の需要一巡から大幅な

売上げ減少となりましたが、電子ピアノの新商品 やポータブ

ルキーボード
タ イ ロ ス ツー

が売上げを伸ばしました。また、音響機器は、

新商品
エムセブンシーエル

をはじめとするデジタルミキサーが好調に推移したほか、

ネキソ社との業務提携などにより商品力の充実を図った結果、欧米を中心に売

上げ増加となりました。管・弦・打楽器は、管楽器が国内、北米およびアジア

で売上げを伸ばしました。

教室収入につきましては、音楽教室では、郊外型教室 ユニスタイル や成

人向け教室 コア を積極的に展開するとともに、生徒募集活動にも注力

した結果、売上げ増加となりました。また、英語教室でも着実に売上げを伸ば

しました。コンテンツ配信収入は、 着うた や広告収入の伸長により売上げ

増加となりました。

以上により、当事業の売上高は 億 百万円（前期比 ％増加）となり

ました。営業利益は、販売管理費の増加により 億 百万円（前期比 ％減

少）となりました。

［ ・ 事業］

オーディオは、新商品のデジタル・サウンド・プロジェクター
ワイエスピー

シ

リーズがヒット商品となりましたが、ホームシアター市場の低迷等により、売



上げ減少となりました。

情報通信機器は、中小企業向け ルーター市場での競争激化と低価格化

が進行したため、売上げ減少となりました。

以上により、当事業の売上高は 億 百万円（前期比 ％減少）、営業利

益は 億 百万円（前期比 ％減少）となりました。

［電子機器・電子金属事業］

電子機器事業は、携帯電話用音源 の需要減少と低価格化の進行により、

大幅な売上げ減少となりました。

電子金属事業は、半導体市場の回復および銅・ニッケル地金の価格上昇によ

りリードフレームが売上げを伸ばしました。

以上により、当事業の売上高は 億 百万円（前期比 ％減少）、営業利

益は 億 百万円（前期比 ％減少）となりました。

［リビング事業］

ショールームを拡充し、集客に努めたほか、リフォーム事業の強化に取り組

みました。人造大理石シンクを採用したシステムキッチンが好調に売上げを伸

ばしました。また、製造コストの低減による損益の改善も進みました。

以上により、当事業の売上高は 億 百万円（前期比 ％増加）、営業利

益は 億 百万円（前期は営業損失 百万円）となりました。

［レクリェーション事業］

宿泊収入は順調に推移したものの、婚礼収入の減少等により、売上げは減少

となりましたが、主に減価償却費の減少により販売管理費が減少したことから、

損益は改善しました。

以上により、当事業の売上高は 億 百万円（前期比 ％減少）、営業損

失 億 百万円（前期は営業損失 億 百万円）となりました。

［その他の事業］

ゴルフ事業では、高反発規制に対応した新ゴルフクラブ
イ ン プ レ ス エックス

が国内外で好調に推移しました。

機器事業は堅調に推移し、金型・部品事業も、マグネシウム部品の受注

が回復したことから売上げ増加となりました。

自動車用内装部品事業は、現行モデル向けは減少しましたが、新規モデル向

けが順調に伸びたことから、売上げ増加となりました。



以上により、当事業の売上高は 億 百万円（前期比 ％増加）、営業利

益は 億 百万円（前期比 ％増加）となりました。

事 業 区 分 売 上 高 前期比増減率 構 成 比 率

楽 器
百万円 ％ ％

・

電子機器・電子金属

リ ビ ン グ

レ ク リ ェ ー シ ョ ン

そ の 他

合 計

事業別売上高は次のとおりであります。



．企業集団の設備投資および資金調達の状況

設備投資の状況につきましては、新商品開発、研究、合理化投資を中心に

億 百万円（前期比 ％増加）の投資を行いました。

資金調達の状況につきましては、特に記載すべき事項はありません。

．企業集団が対処すべき課題

当社グループは、中期経営計画
ワイエスディーゴーゼロ

において、高水準の利益を安

定的に創出し、持続的な発展を可能とする経営構造の実現を目指し、下記の課題

に取り組んでおります。

持続的・安定的な高収益構造の確立

全ての事業の収益力を強化し、中でも楽器事業の収益性を大幅に高めること

でグループ全体として安定的な高収益体質を構築します。

［楽器事業］

楽器事業では、生産拠点の再編や業務プロセス改革等による固定費削減

を進めるとともに、高付加価値商品の拡売、中国市場・設備音響市場での

販売網構築、国内市場の活性化策等により成長を図ってまいります。

コンテンツ配信事業では、当社独自のポータルサイトを活用したコンテ

ンツ配信等の新規ビジネス創出に努めます。

［ ・ 事業］

引き続きホームシアター事業の強化とルーター事業の企業・ 向

けソリューションビジネスの拡大を図るとともに、電話・テレビ会議シス

テムをはじめとする新ビジネスユニットの確立による成長戦略を推進して

まいります。

［電子機器・電子金属事業］

電子機器事業では、携帯電話用音源 ビジネスにおける付加価値の

向上による収益確保と、音源 ビジネス以外の領域での事業拡大に努

めます。

電子金属事業では、製造改革の継続による利益基盤の確立、銅系コネク

ター材料事業、加工品事業の拡大に努めます。

［リビング事業］

システムキッチン、システムバスを中心とする商品力の強化、製造コス

トダウンを図り、新築市場に加えリフォーム市場への取り組みを進めるこ

とにより、収益性の向上を図ってまいります。



［レクリェーション事業］

各施設の特徴を活かした個別施策の推進と品質グレードの向上、安全性

強化の徹底を通して早期黒字化を図ってまいります。

［その他の事業］

ゴルフ事業では
イ ン プ レ ス

シリーズによるブランドの存在感を確

立してまいります。 機器および金型・部品事業では、 機器事業の

分野・自動車分野での商品開発、金型・部品事業の損益分岐点の引き

下げとマグネシウム部品事業の新分野開拓を進めてまいります。自動車用

内装部品事業では、商品開発力・製造力・供給力と顧客サービス対応力の

強化を図ってまいります。

さらに全社横断的なコストダウン施策として、調達コストの削減、生産

ロス 品質ロスコストの削減を含む製造改革、基幹情報システムの再構築

と 強化によるビジネスプロセス革新、 を活用した全社事務合理

化などを進めてまいります。

独創的かつ高品質な商品開発 事業創出

各事業の中高級価格帯に注力し、ブランドポジションの優位性を高めると同

時に、当社グループの総合力を活かした独創的な新規商品の提案および新規事

業創出により新たな需要を開拓します。

企業の社会的責任を重視した経営

企業価値 ブランド価値の持続的な増大・発展を目指すために経済面、環境

面、社会面での求められる責任を果たすとともに、継続的改善のためのマネジ

メントシステムを整備してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご指導、ご鞭撻を賜りますようお

願い申しあげます。



区 分
平成 年 月期

第 期

平成 年 月期

第 期

平成 年 月期

第 期

平成 年 月期

第 期

売 上 高（百万円）

経常利益（百万円）

当期純利益（百万円）

株当たり当期純利益

総 資 産（百万円）

純 資 産（百万円）

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

平成 年 月期

第 期

円 銭

．企業集団および当社の営業成績および財産の状況の推移

企業集団の営業成績および財産の状況の推移

（注） 当社は、平成 年 月期（第 期）から 株式会社の監査等に関する商法の特例に関する
法律 第 条の に規定する連結計算書類を作成しております。従いまして、平成 年
月期（第 期）および平成 年 月期（第 期）の数値につきましては同条第 項に規
定する監査役の監査を受けていない連結計算書類に基づくものであります。

（各期の状況）
平成 年 月期（第 期）は、半導体が大幅に売上げを伸ばしたのをはじめ、全体的に
堅調な売上げとなったことに加え、製造原価の低減と販売管理費の合理化に努めた結果、
経常利益は増加となり、当期純利益は黒字回復しました。
平成 年 月期（第 期）は、半導体が大幅に売上げを伸ばしたのをはじめ、全体的に
堅調な売上げとなったことに加え、製造原価の低減に努めた結果、経常利益、当期純利益
ともに大幅な増加となりました。
平成 年 月期（第 期）は、電子機器事業の利益率低下により経常利益が減少となっ
たほか、固定資産の減損に係る会計基準を早期適用し減損損失を計上したことから、厚生
年金基金の代行返上益があったものの、当期純利益も減少となりました。
平成 年 月期（第 期）の状況につきましては、 ．企業集団の営業の経過および成
果 に記載のとおりであります。



区 分
平成 年 月期

第 期

平成 年 月期

第 期

平成 年 月期

第 期

平成 年 月期

第 期

売 上 高（百万円）

経常利益（百万円）

当期純利益（百万円）

株当たり当期純利益

総 資 産（百万円）

純 資 産（百万円）

円 銭 円 銭 銭 円 銭

平成 年 月期

第 期

円 銭

当社の営業成績および財産の状況の推移

（注） 平成 年 月期（第 期）より 商法施行規則の一部を改正する省令 （平成 年 月
日法務省令第 号）に基づき当期利益は当期純利益に、 株当たり当期利益は 株当たり
当期純利益に、それぞれ表示を変更しております。



会社の概況（平成 年 月 日現在）

．企業集団の主要な事業内容

事 業 区 分 主 要 製 品

楽 器 ピアノ、電子楽器、管・弦・打楽器、教育楽器、音響機器、防音室、
音楽教室、英語教室、コンテンツ配信、調律

・ オーディオ、情報通信機器

電子機器・電子金属 半導体、特殊合金

リ ビ ン グ システムキッチン、システムバス、洗面化粧台

レクリェーション 観光施設 宿泊施設・スキー場およびスポーツ施設の経営

そ の 他 ゴルフ用品、自動車用内装部品、 機器、金型 部品

．企業集団の主要拠点等

当 社

本 社 静岡県浜松市中沢町 番 号

営業拠点
東京事業所（東京都港区）、大阪事業所（大阪市中央区）、
名古屋事業所（名古屋市中区）、九州事業所（福岡市博多区）、
北海道事業所（札幌市中央区）、仙台事業所（仙台市青葉区）

生産拠点
本社工場（静岡県浜松市）、天竜工場（静岡県浜松市）、
磐田工場（静岡県磐田市）、掛川工場（静岡県掛川市）、
豊岡工場（静岡県磐田市）、埼玉工場（埼玉県ふじみ野市）

子法人等

国 内

株式会社ヤマハミュージック東京他販売子法人等 社
ヤマハエレクトロニクスマーケティング株式会社（東京都港区）
ヤマハ鹿児島セミコンダクタ株式会社（鹿児島県姶良郡）
ヤマハメタニクス株式会社（静岡県磐田市）
ヤマハリビングテック株式会社（静岡県浜松市）
株式会社キロロアソシエイツ他リゾート施設運営子法人等 社
ヤマハファインテック株式会社（静岡県浜松市）

海 外

ヤマハ コーポレーション オブ アメリカ（米国）
ヤマハ カナダ ミュージック（カナダ）
ヤマハ ミュージック ホールディング ヨーロッパ（ドイツ）
ヤマハ ミュージック セントラル ヨーロッパ（ドイツ）
ヤマハ ケンブル ミュージック（英国）
ヤマハ ミュージック フランス（フランス）
ヤマハ ミュージック マニュファクチャリング アジア（インドネシア）
ヤマハ楽器音響（中国）投資有限公司（中国）
天津ヤマハ電子楽器有限公司（中国）
杭州ヤマハ楽器有限公司（中国）
ヤマハ エレクトロニクス コーポレーション （米国）
ヤマハ エレクトロニック ヨーロッパ（ドイツ）
ヤマハ エレクトロニクス マニュファクチャリング マレーシア

（マレーシア）



．株式の状況
会社が発行する株式の総数 株
発行済株式総数 株
株 主 数 名
大 株 主

株 主 名
当社への出資状況

持 株 数 出資比率

当社の大株主への出資状況

持 株 数 出資比率

ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
三井住友海上火災保険株式会社
みずほ信託退職給付信託みずほ銀行口
再信託受託者資産管理サービス信託
株 式 会 社 静 岡 銀 行
住 友 生 命 保 険 相 互 会 社
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社
株式会社みずほコーポレート銀行
ノーザントラストカンパニー（エイブイエフシー）
サブアカウントアメリカンクライアント

千株 ％ 千株 ％

（注） 上記大株主の持株数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 千株
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 千株
みずほ信託退職給付信託みずほ銀行口再信託受託者資産管理サービス信託 千株

株式会社みずほコーポレート銀行は、上記以外に当社株式 千株をみずほ信託銀行株式
会社へ信託財産として委託しております。信託契約上、議決権の行使は株式会社みずほ
コーポレート銀行が指図権を留保しております。
．みずほ信託退職給付信託みずほ銀行口再信託受託者資産管理サービス信託の所有株式数

千株のうち、 千株について、委託者である株式会社みずほ銀行が議決権の指
図権を留保しております。
．当社は、株式会社みずほコーポレート銀行および株式会社みずほ銀行の完全親会社であ
る株式会社みずほフィナンシャルグループの普通株式 千株（出資比率 ％）を保有
しております。
．上記大株主への出資状況の記載にあたっては、当該株主が議決権のない株式を発行して
いる場合には、これを除いて算出しております。

自己株式の取得、処分等および保有
取得株式
普通株式 株
取得価額の総額 百万円

処分株式
当期中の処分はありません。

決算期における保有株式
普通株式 株



．企業結合の状況
重要な子法人等の状況

（注） ヤマハ ミュージック セントラル ヨーロッパ、ヤマハ ケンブル ミュージック、天津ヤマ
ハ電子楽器有限公司および杭州ヤマハ楽器有限公司の出資比率は、子法人等の間接所有に
よるものであります。

．企業集団の従業員の状況
企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
名 名 歳 月 年 月

当社の従業員の状況

事 業 区 分 従 業 員 数

楽 器

・

電子機器・電子金属

リ ビ ン グ

レクリェーション

そ の 他

合 計

名

（注） 従業員数は就業員数で記載しております。

（注） 従業員数は就業員数で記載しております。

会 社 名 資本金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容

ヤマハ コーポレーション オブ アメリカ
千米ドル ％

楽器の輸入および販売

ヤマハ ミュージック ホールディング ヨーロッパ
千ユーロ

欧州域内の投資管理および欧州
楽器販売の統括

ヤマハ ミュージック セントラル ヨーロッパ 楽器の輸入および販売

ヤマハ ケンブル ミュージック
千英ポンド

楽器の輸入および販売

ヤマハ ミュージック マニュファクチャリング アジア
百万インドネシアルピア

楽器の製造

ヤマハ楽器音響（中国）投資有限公司
千中国元

中国国内の投資管理ならびに楽器
およびオーディオの中国国内販売

天津ヤマハ電子楽器有限公司 楽器の製造

杭 州 ヤ マ ハ 楽 器 有 限 公 司 楽器の製造

ヤマハ エレクトロニクス マニュファクチャ
リング マレーシア

千マレーシアリンギッド
オーディオの製造

ヤマハ鹿児島セミコンダクタ株式会社
百万円

半導体の製造

ヤマハメタニクス株式会社 磁性材料・特殊合金の製造およ
び販売

ヤマハリビングテック株式会社 リビング用品の製造および販売



重要な関連会社の状況

会 社 名 資本金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％
ヤ マ ハ 発 動 機 株 式 会 社 二輪車 ボート等の製造および販売

株 式 会 社 コ ル グ 楽器の製造および販売

（注）ヤマハ発動機株式会社の出資比率には、子法人等による間接所有 ％が含まれています。

企業結合の経過
ヤマハリビングテック株式会社は、平成 年 月 日に 億 百万円の資
本減少を行った結果、同社の資本金は 億円となりました。
ヤマハ ミュージック セントラル ヨーロッパは、平成 年 月 日に

千ユーロの資本減少を行った結果、同社の資本金は 千ユーロ
となりました。
ヤマハ楽器音響（中国）投資有限公司は、平成 年 月 日に 万
千中国元の増資を行った結果、同社の資本金は 億 万 千中国元と
なりました。
ヤマハ ミュージック マニュファクチャリング アジアおよび杭州ヤマハ
楽器有限公司は、海外生産拠点としての重要性が高まったことに伴い、
重要な子法人等として記載しました。
ヤマハ コーポレーション オブ アメリカ（以下、 ）は、平成
年 月 日に訴訟の提起を受けました。訴訟の主な内容は、原告である米
国の楽器・音響機器小売業者が他の大手楽器・音響機器小売業者および

を含む複数の楽器・音響機器販売会社の取引拒絶等により損害を受
けたと主張し、総額 億 百万ドルの損害賠償請求を求めたものです。

は、原告の主張事実が事実誤認に基づくものであると考えており、
また、損害額の算定根拠が不明であることから、原告が主張する損害賠償
金の支払義務を負担する理由はないものと判断しております。 は、
裁判を通じてその正当性を主張して争ってまいります。

企業結合の成果
連結対象会社は、上記の重要な子法人等 社を含む 社、持分法適用会社は
ヤマハ発動機株式会社、株式会社コルグ他の 社であります。企業結合の成果
は 営業の概況 ．企業集団の営業の経過および成果 に記載のとおり
であります。

．主要な借入先
記載すべき事項はありません。



．取締役および監査役

氏 名 地 位 担 当 ま た は 主 な 職 業

岸 田 勝 彦 代表取締役会長

伊 藤 修
しゅう

二 代表取締役社長

加 藤 博 万 常 務 取 締 役
技術・開発担当
サウンドネットワーク事業部、コンテンツ事業推進部、
メディア総合戦略推進室、開発戦略室担当

黒 江 常 夫 常 務 取 締 役
人事・労政担当
経営企画室、人事部、情報システム部担当

長谷川 至 取 締 役 ヤマハ発動機株式会社取締役会長

花 本 眞 也 取 締 役
総務・渉外担当
総務部、環境管理部担当

牧 野 時 久 取 締 役
財務担当
経理・財務部、監査室、ゴルフ事業推進部担当

八 幡 泰 司 取 締 役
製造担当
カーパーツ事業部、品質・生産技術部、プロダクティブ
テクノロジー事業戦略推進室担当

太 田 直 幹 常 勤 監 査 役

堀 越 美知夫 常 勤 監 査 役

三 浦 州 夫 監 査 役 弁護士

和久田 晴比古 監 査 役 ヤマハ発動機株式会社常勤監査役

（注） ．当期中の取締役・監査役の異動
取締役前嶋邦啓氏は、平成 年 月 日開催の第 期定時株主総会終結の時をもっ
て退任いたしました。
取締役黒江常夫は、平成 年 月 日開催の取締役会において、新たに常務取締役に
選任され就任いたしました。

．取締役長谷川至は、商法第 条第 項第 号ノ に定める社外取締役であります。
．常勤監査役太田直幹および監査役三浦州夫の両名は、株式会社の監査等に関する商法の
特例に関する法律第 条第 項に定める社外監査役であります。

．決算期後の取締役の担当または主な職業の異動
平成 年 月 日付異動
加藤博万 常務取締役 技術・開発担当

サウンドネットワーク事業部、コンテンツ事業推進部
開発戦略室、 ヤマハ室担当



．会計監査人に支払うべき報酬等の額

当社および当社の子法人等が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額

百万円

上記 の合計額のうち、公認会計士法（昭和 年法律第 号）第 条第

項の監査証明業務の対価として支払うべき報酬等の合計額

百万円

上記 の合計額のうち、当社が会計監査人に支払うべき報酬等の額

百万円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、株式会社の監査等に関する商法の特
例に関する法律に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分して
おらず、実質的にも区分できませんので、 の金額にはこれらの合計額を記載して
おります。

決算期後に生じた企業集団の状況に関する重要な事実

当社株式の大量買付提案への対応方針（買収防衛策）の概要

当社は、平成 年 月 日に開催された取締役会において、会社や株主の皆様の

利益にならないような不合理な買収が行なわれる事態を避けるために、特定の株主

グループの議決権割合を ％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、

または結果として特定の株主グループの議決権割合が ％以上となる当社株券等の

買付行為（以下、 大量買付行為 といい、当該買付行為を行う者を 大量買付者

といいます。）に対して、以下のような方針で対応することを決定しました。

当社取締役会は、上場会社として当社株式の自由な売買が認められる以上、特定

の者から大量買付行為がなされた場合、これを受け入れるかどうかを最終的に判断

するのは株主の皆様であると考えます。そして、株主の皆様が適切なご判断を行う

ためには、大量買付行為が行われようとする場合に、当社取締役会から株主の皆様

に対し、必要かつ十分な情報が提供される必要があると考えます。そのために、当

社取締役会は、株主の皆様の判断材料として、大量買付行為に関する必要な情報が



大量買付者から適切に提供されることを確保するために、大量買付ルールを策定い

たしました。大量買付ルールは、当社の経営に影響力を持ち得る規模の当社株式の

買付行為について、株主全体の利益を保護するという観点から、株主の皆様に、こ

のような買付行為を受け入れるかどうかの判断のために必要な情報や、現に経営を

担っている当社取締役会の評価意見を提供し、さらには、代替案の提示をうける機

会を保証することを目的とするものです。大量買付ルールが順守されている場合、

大量買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすことが明らかでない限り、当社取

締役会の判断のみで大量買付行為を阻止しようとするものではありません。大量買

付行為がルールに従って行われることは、株主全体の利益に合致すると考えます。

大量買付ルールとは、

意向表明書の提出

大量買付者が大量買付行為を行おうとする場合には、当社代表取締役宛に、

大量買付ルールを順守する旨の誓約文言等を記載した意向表明書をご提出い

ただくこととします。なお、当社取締役会は、大量買付者から意向表明書を

受領したことについて速やかに情報開示を行います。

大量買付情報の提出

大量買付者には、当社取締役会に対して、当社株主の皆様の判断および取締

役会としての意見形成のために十分な情報（以下、 大量買付情報 といい

ます。）を提供していただきます。なお、当社取締役会は、大量買付行為が

提案された事実および大量買付情報その他の情報のうち当社取締役会が適切

と判断する事項について、適切と判断する時点で、その全部または一部を開

示します。

大量買付情報の追加提供

当初提供していただいた情報だけでは大量買付情報として不足していると考

えられる場合、十分な大量買付情報が揃うまで追加的に情報提供をしていた

だくことがあります。かかる場合、当社取締役会は、大量買付者に対し、適

宜回答期限を定めたうえ、当社取締役会が追加で必要とする情報および当該

情報が必要となる理由を通知するものとし、大量買付者には、かかる回答期

限までに、上記情報を提供していただきます。



評価期間

上記の結果、当社取締役会が十分な大量買付情報の提供を受けたと判断した

場合、大量買付情報の内容の取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、

代替案立案等を行う一定の時間的猶予（以下、「評価期間」といいます。）と

して、当該買付等の内容に応じて次の期間を設定します。大量買付行為は、

この評価期間が経過した後に初めて実施され得るものとします。なお、当社

取締役会は、評価期間が開始したことについて速やかに情報開示を行います。

・対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社の全株式の買付け

の場合には 日間

・その他の買付けの場合には 日間

ただし、当社取締役会は、当社企業価値・株主全体の利益確保のため大量買

付行為の内容の検討・大量買付者との交渉・代替案の作成等に必要な範囲内

で評価期間を延長することができるものとします。なお、当社取締役会は評

価期間を延長する場合には、評価期間を延長するに至った理由、延長期間そ

の他適切と認める事項について、当該延長の決議後、速やかに情報開示を行

います。

意見開示・代替案提示

評価期間中、当社取締役会は外部専門家の助言を受けながら、提供された大

量買付情報を十分に評価・検討し、取締役会としての意見を慎重にとりまと

め、開示します。また、必要に応じ、大量買付者との間で大量買付行為に関

する条件改善について交渉し、当社取締役会として株主の皆様へ代替案を提

示することもあります。

大量買付ルールが順守されない場合の対抗措置

大量買付者によって大量買付ルールが順守されない場合には、当社取締役会

は、株主全体の利益の保護を目的として、新株予約権の無償割当てその他法

令および当社定款が取締役会の権限として認める措置をとり、大量買付行為

に対抗することがあります。

なお、大量買付者が大量買付ルールを順守しなかった結果、当社取締役会が、当



社および株主全体の利益を守ることを目的として、法令および当社定款により認め

られている対抗措置をとる場合でも、当該対抗措置の仕組み上株主の皆様（大量買

付ルールに違反した大量買付者を除きます。）が法的権利または経済的側面におい

て格別の損失を被るような事態が生じることは想定しておりません。当社取締役会

が具体的対抗措置をとることを決定した場合には、法令および証券取引所規則に

従って適時適切な開示を行います。

上記対応方針の有効期限は、第 期定時株主総会終了後、最初に開催される取

締役会終了時までとします。当該取締役会において上記対応方針の継続を決定した

場合は、そこから翌年の定時株主総会後、最初に開催される取締役会終了時までと

し、以後同様とします。当社取締役の任期は 年であり、上記対応方針の継続また

は改廃は、毎年 月に開催される定時株主総会で選任された取締役により構成され

る取締役会において決定されることになります。取締役候補者は、予め取締役に選

任された場合、上記対応方針に賛成するか否かを表明しますので、株主の皆様は、

取締役の改選をとおして、毎年、上記対応方針の継続についての是非をご判断いた

だくことができます。また、上記対応方針を継続することを決定した場合でも、企業

価値・株主全体の利益の確保・向上の観点から、随時その見直しを行ってまいります。

上記対応方針を決定した当社取締役会には、社外監査役を含む当社監査役 名全

員が出席し、いずれの監査役も、上記対応方針の具体的運用が適正に行われること

を条件として、上記対応方針に賛成する旨の意見を述べました。

当社は、本方針の詳細を、平成 年 月 日に 当社株式の大量買付提案への対

応方針（買収防衛策）に関するお知らせ として公表しております。



資 産 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

棚 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

連 結 調 整 勘 定

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

賃借不動産保証金敷金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

負 債 の 部

流 動 負 債

支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
一年以内返済の長期借入金
未払費用及び未払金
未 払 法 人 税 等
特 定 取 引 前 受 金
繰 延 税 金 負 債
アフターサービス費引当金
製 品 保 証 引 当 金
返 品 調 整 引 当 金
延 払 未 実 現 利 益
そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金
繰 延 税 金 負 債
再評価に係る繰延税金負債
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
長 期 預 り 金
そ の 他

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分

資 本 の 部

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
土地再評価差額金
株式等評価差額金

為替換算調整勘定

自 己 株 式

資 本 合 計

負債、少数株主持分及び資本合計

（単位 百万円）

連 結 貸 借 対 照 表
（平成 年 月 日現在）



（単位 百万円）

連 結 損 益 計 算 書
平成 年 月 日から
平成 年 月 日まで

経 常 損 益 の 部

営 業 損 益 の 部

売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
延 払 未 実 現 利 益
合 計 売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費
営 業 利 益

営 業 外 損 益 の 部

営 業 外 収 益
受 取 利 息

受 取 配 当 金

持分法による投資利益

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

売 上 割 引

そ の 他

経 常 利 益

特 別 損 益 の 部

特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益

アフターサービス費引当金戻入額

製品保証引当金戻入額

投資有価証券売却益

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

投資有価証券評価損

関係会社株式評価損

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益



連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

．連結の範囲に関する事項

連結子法人等 社

主要な連結子法人等の名称は 企業結合の状況 の 重要な子法人等の状況 に記載してお

ります。

当連結会計年度より、新たに国内子法人等 社と海外子法人等 社を連結の範囲に含めてお

ります。また、海外子法人等 社を連結の範囲から除外しております。

ヤマハライフサービス 他非連結子法人等はその資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金

等を考慮した場合、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしておりません。

．持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社数 社

当連結会計年度より、新たに海外関連会社 社を持分法適用の関連会社に含めております。

主要な関連会社の名称

ヤマハ発動機

コルグ

持分法を適用しない非連結子法人等及び関連会社のうち主要な会社等の名称

ヤマハライフサービス

ヤマハ・オーリンメタル

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

持分法の適用の手続きについて特に記載する必要があると認められる事項

持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務

諸表を使用しており、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。

．連結子法人等の事業年度等に関する事項

連結子法人等の決算日は、以下の 社を除いてすべて、当社と同一であります。

天津雅馬哈電子楽器有限公司

広州雅馬哈・珠江鋼琴有限責任公司 雅馬哈貿易（上海）有限公司

蕭山雅馬哈楽器有限公司 雅馬哈電子貿易（上海）有限公司

雅馬哈楽器音響（中国）投資有限公司 雅馬哈電子（蘇州）有限公司

杭州雅馬哈楽器有限公司

上記 社の決算日は 月 日であり、連結決算日に正規の決算に準ずる合理的な手続きによ

り決算を行っております。



．会計処理基準に関する事項

重要な資産の評価基準及び評価方法

）有価証券

満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの……連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

時価のないもの……総平均法による原価法

）デリバティブ

時価法

）棚卸資産

当社及び国内連結子法人等は主として後入先出法による低価法によっており、在外連結

子法人等は主として移動平均法による低価法によっております。

重要な減価償却資産の減価償却方法

）有形固定資産

主として定率法によっております。但し、一部の連結子法人等は定額法によっておりま

す。なお、主な耐用年数は次の通りであります。

建物 年（附属設備は、主に 年）

構築物 年

機械及び装置 年

工具器具備品 年（金型は、主に 年）

重要な引当金の計上基準

）貸倒引当金

営業債権等を適正に評価するため、一般債権については貸倒実績率による算定額を、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

）製品保証引当金

製品販売後に発生する補修費用に備えるため、売上高もしくは販売台数に対して経験率

により、または個別見積により計上しております。

）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、主として当連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（

年）による定額法により費用処理しております。



数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（ 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しております。

）役員退職慰労引当金

役員退職時の慰労金発生に備えて、役員退職慰労金内規に基づき、期末要支給額を計上

しております。

重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外連結子法人等の資産及び負債は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差

額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めております。

重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

重要なヘッジ会計の方法

）ヘッジ会計の方法

外貨建金銭債権債務のうち、為替予約を付すものについては振当処理を行っております。

また、外貨建の予定取引の為替リスクのヘッジについては、繰延ヘッジ処理を行ってお

ります。

）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…先物為替予約、外貨プット円コールオプション買建

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び外貨建の予定取引

）ヘッジ方針

各社の社内管理規程に従い、通常の輸出入取引に伴う為替相場の変動によるリスクを軽

減するために、先物為替予約取引及び通貨オプション取引について、実需の範囲内で行

うこととしております。

）ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象のキャッシュ・フローの固定化・変動の回避との相関関係が継

続的に存在する事が明らかであることから、ヘッジ会計適用のためのヘッジの有効性の

評価は不要のため、行っておりません。

その他連結計算書類作成のための重要な事項

）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。



．連結子法人等の資産及び負債の評価に関する事項

全面時価評価法によっております。

．連結調整勘定の償却に関する事項

年間の均等償却によっております。

連結貸借対照表の注記事項

．有形固定資産の減価償却累計額 百万円

．担保提供資産 有価証券のうち 百万円

有形固定資産のうち 百万円

投資有価証券のうち 百万円

計 百万円

．保証債務 百万円

．輸出受取手形割引高 百万円

．土地の再評価に関する法律（平成 年 月 日公布法律第 号）に基づき当社、連結子法

人等 社及び持分法適用会社 社が事業用土地の再評価を行っております。

再評価実施日

連結子法人等 社及び持分法適用会社 社

平成 年 月 日

当社及び連結子法人等 社

平成 年 月 日

再評価の方法

当社及び連結子法人等 社は、土地の再評価に関する法律施行令（平成 年 月

日公布政令第 号）第 条第 号に定める 地方税法第 条第 号の土地課税台

帳又は同条第 号の土地補充課税台帳に登録されている価格 により算定し、持分

法適用会社 社は、同法律施行令第 条第 号に定める 地方税法第 条に規定す

る地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が

定めて公表した方法により算定した価額 に合理的な調整を行って算定しておりま

す。

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

百万円

．記載金額は百万円未満を切捨して表示しております。

連結損益計算書の注記事項

． 株当たりの当期純利益 円 銭

．記載金額は百万円未満を切捨して表示しております。



（ご参考）

（単位 百万円）

連結剰余金計算書
平成 年 月 日から
平成 年 月 日まで

（資本剰余金の部）
資本剰余金期首残高
資本剰余金期末残高

（利益剰余金の部）
利益剰余金期首残高
利益剰余金増加高
当期純利益
連結会社増減に伴う増加高
持分変動に伴う増加高
土地再評価差額金取崩高
持分変動に伴う土地再評価差額金取崩高
利益剰余金減少高
配当金
役員賞与金
連結会社増減に伴う減少高
利益剰余金期末残高

（注）記載金額は、百万円未満を切捨して表示しております。

（単位 百万円）

連結キャッシュ・フロー計算書
平成 年 月 日から
平成 年 月 日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額
現金及び現金同等物の期首残高
新規連結子法人等の現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の期末残高

（注）記載金額は、百万円未満を切捨して表示しております。



連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成 年 月 日

ヤマハ株式会社
取締役会 御中

新 日 本 監 査 法 人
指 定 社 員 公認会計士 河 西 秀 治業務執行社員
指 定 社 員 公認会計士 滝 口 隆 弘業務執行社員

当監査法人は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律

第 条の 第 項の規定に基づき、ヤマハ株式会社の平成 年 月 日

から平成 年 月 日までの第 期営業年度の連結計算書類、すなわ

ち、連結貸借対照表及び連結損益計算書について監査を行った。この連

結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から連結計算書類に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類

に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及

びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。なお、この監査は、当監査法人が必要と認めて実施した子会社又

は連結子会社に対する監査手続を含んでいる。

監査の結果、当監査法人は、上記の連結計算書類が、法令及び定款に

従いヤマハ株式会社及びその連結子法人等から成る企業集団の財産及び

損益の状態を正しく示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定

により記載すべき利害関係はない。

以 上



連結計算書類に係る監査報告書

当監査役会は、平成 年 月 日から平成 年 月 日までの第 期

営業年度の連結計算書類（連結貸借対照表及び連結損益計算書）に関して

各監査役から監査の方法及び結果の報告を受け、協議の上、本監査報告書

を作成し、以下のとおり報告いたします。

．監査役の監査の方法の概要

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、連

結計算書類について取締役等及び会計監査人から報告及び説明を受け、

監査いたしました。

．監査の結果

会計監査人である新日本監査法人の監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

平成 年 月 日

ヤマハ株式会社 監査役会
常勤監査役 太 田 直 幹
常勤監査役 堀越美知夫
監 査 役 三 浦 州 夫
監 査 役 和久田晴比古

（注） 常勤監査役太田直幹及び監査役三浦州夫は、株式会社の監査等に関

する商法の特例に関する法律第 条第 項に定める社外監査役であり

ます。

連結計算書類に係る監査役会の監査報告書 謄本



資 産 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

製 品 及 び 商 品

原 材 料

仕 掛 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 輌 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

借 地 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

そ の 他
貸 倒 引 当 金
投 資 損 失 引 当 金

資 産 合 計

負 債 の 部

流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
一年以内返済の長期借入金
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用
前 受 金
預 り 金
アフターサービス費引当金
製 品 保 証 引 当 金
子 会 社 支 援 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
再評価に係る繰延税金負債
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
長 期 預 り 金
預 り 保 証 金

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
任 意 積 立 金
特 別 償 却 準 備 金
圧 縮 記 帳 積 立 金
買換資産取得特別勘定積立金
別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益
土地再評価差額金
株式等評価差額金
自 己 株 式

資 本 合 計

負債及び資本合計

（単位 百万円）

貸 借 対 照 表
（平成 年 月 日現在）



（単位 百万円）

損 益 計 算 書
平成 年 月 日から
平成 年 月 日まで

経 常 損 益 の 部

営 業 損 益 の 部
売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
延 払 未 実 現 利 益
合 計 売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費
営 業 利 益

営 業 外 損 益 の 部
営 業 外 収 益
受 取 利 息
受 取 配 当 金
そ の 他
営 業 外 費 用
支 払 利 息
そ の 他
経 常 利 益

特 別 損 益 の 部

特 別 利 益
固 定 資 産 処 分 益
アフターサービス費引当金戻入額
製品保証引当金戻入額
投資損失引当金戻入額
投資有価証券売却益

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
投資有価証券評価損
関係会社株式評価損
投資損失引当金繰入額
子会社支援引当金繰入額

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益
土地再評価差額金取崩額
中 間 配 当 額
当 期 未 処 分 利 益



重要な会計方針
．資産の評価基準及び評価方法
）有価証券
子会社及び関連会社株式…総平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの…………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は総平均法により算定）
時価のないもの…………総平均法による原価法

）デリバティブ
時価法

）棚卸資産
後入先出法による低価法

．固定資産の減価償却の方法

）有形固定資産
定率法によっております。
なお、主な耐用年数は次の通りであります。
建物 年（附属設備は主に 年）
構築物 年
機械及び装置 年
工具器具備品 年（金型は主に 年）

．引当金の計上基準

）貸倒引当金
営業債権等を適正に評価するため、一般債権については貸倒実績率による算定額を、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

）投資損失引当金
関係会社等への投資に対する損失に備えるため、その財政状態等を勘案し、必要額を計上
しております。

）アフターサービス費引当金
ピアノの調律及び調整費用に充てるため、当期以前に販売された台数に基づき今後の発生
見込額を計上しております。

）製品保証引当金
製品販売後に発生する補修費用に備えるため、売上高もしくは販売台数に対して経験率に
より、または個別見積により計上しております。

）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき計上しております。
過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（
年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（ 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しておりま
す。



）役員退職慰労引当金
役員退職時の慰労金発生に備えて、役員退職慰労金内規に基づき、期末要支給額を計上し
ております。

）子会社支援引当金
子会社が抱える欠損金を解消するための当社負担見込額を計上しております。

．収益及び費用の計上基準

延払条件付販売については、回収期限の到来日をもって売上収益実現の日としております。
．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・ リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。
．ヘッジ会計の方法

）ヘッジ会計の方法
外貨建金銭債権債務のうち、為替予約を付すものについては振当処理を行っております。
また、外貨建の予定取引の為替リスクのヘッジについては繰延ヘッジ処理を行っておりま
す。

）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 … 先物為替予約、外貨プット円コールオプション買建
ヘッジ対象 … 外貨建金銭債権債務及び外貨建の予定取引

）ヘッジ方針
社内管理規程に従い、通常の輸出入取引に伴う為替相場の変動によるリスクを軽減するた
めに、先物為替予約取引及び、通貨オプション取引について、実需の範囲内で行うことと
しております。

）ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象のキャッシュ・フローの固定化・変動の回避との相関関係が継続
的に存在する事が明らかであることから、ヘッジ会計適用のためのヘッジの有効性の評価
は不要のため、行っておりません。

．その他計算書類作成のための重要な事項
）消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

貸借対照表の注記
．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 百万円 長期金銭債権 百万円
短期金銭債務 百万円 長期金銭債務 百万円
．有形固定資産の減価償却累計額 百万円
．土地の再評価
土地の再評価に関する法律（平成 年 月 日公布法律第 号）に基づき、事業用土地の再
評価を行っております。
）再評価実施日 平成 年 月 日
）再評価の方法



土地の再評価に関する法律施行令（平成 年 月 日公布政令第 号）第 条第 号に
定める 地方税法第 条第 号の土地課税台帳又は同条第 号の土地補充課税台帳に登
録されている価格 により算定しております。
）再評価を行った事業用土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

百万円
．貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定資産とし
て、コンピューター設備等があります。

．保証債務 百万円
．輸出受取手形割引高 百万円
．役員退職慰労引当金及び子会社支援引当金は、商法施行規則第 条に規定する引当金であり
ます。
．配当制限
商法施行規則第 条第 号に規定する資産に時価を付したことにより増加した純資産額は

百万円であります。
．記載金額は百万円未満を切捨して表示しております。

損益計算書の注記
．関係会社との取引高
売上高 百万円
仕入高 百万円
営業取引以外の取引高 百万円

． 株当たり当期純利益 円 銭
．記載金額は百万円未満を切捨して表示しております。



利 益 処 分 案

円
当 期 未 処 分 利 益

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 高

圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩 高

買換資産取得特別勘定積立金取崩高

合 計

これを次の通り処分する。

利 益 配 当 金（ 株につき 円）

役 員 賞 与 金
（うち 監査役賞与金） （ ）

特 別 償 却 準 備 金 積 立 高

圧 縮 記 帳 積 立 金

買換資産取得特別勘定積立金

別 途 積 立 金 積 立 額

次 期 繰 越 利 益

（注）平成 年 月 日に、 円（ 株につき 円）の中間配当を実施しました。



会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成 年 月 日

ヤマハ株式会社
取締役会 御中

新 日 本 監 査 法 人
指 定 社 員 公認会計士 河 西 秀 治業務執行社員
指 定 社 員 公認会計士 滝 口 隆 弘業務執行社員

当監査法人は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律
第 条第 項の規定に基づき、ヤマハ株式会社の平成 年 月 日から
平成 年 月 日までの第 期営業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、営業報告書（会計に関する部分に限る。）及び利
益処分案並びに附属明細書（会計に関する部分に限る。）について監査
を行った。なお、営業報告書及び附属明細書について監査の対象とした
会計に関する部分は、営業報告書及び附属明細書に記載されている事項
のうち会計帳簿の記録に基づく記載部分である。この計算書類及び附属
明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から
計算書類及び附属明細書に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ
とを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した
会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価
も含め全体としての計算書類及び附属明細書の表示を検討することを含
んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な
基礎を得たと判断している。なお、この監査は、当監査法人が必要と認
めて実施した子会社に対する監査手続を含んでいる。
監査の結果、当監査法人の意見は次のとおりである。
貸借対照表及び損益計算書は、法令及び定款に従い会社の財産及び

損益の状況を正しく示しているものと認める。
営業報告書（会計に関する部分に限る。）は、法令及び定款に従い

会社の状況を正しく示しているものと認める。
利益処分案は、法令及び定款に適合しているものと認める。
附属明細書（会計に関する部分に限る。）について、商法の規定に

より指摘すべき事項はない。
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定

により記載すべき利害関係はない。
以 上



監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成 年 月 日から平成 年 月 日までの第 期
営業年度の取締役の職務の執行に関して各監査役から監査の方法及び結果
の報告を受け、協議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。

．監査役の監査の方法の概要
各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取

締役会及びその他の重要な会議に出席するほか、取締役等から営業の報
告を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査し、また、会計監査人から監査に関する報
告及び説明を受け、計算書類及び附属明細書につき検討を加えました。
子会社に対しても営業の報告を求め、必要に応じて子会社に赴き、業務
及び財産の状況を調査いたしました。
取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が行った無

償の利益供与、子会社又は株主との通例的でない取引並びに自己株式の
取得及び処分等に関しては、上記の監査の方法のほか、必要に応じて取
締役等に報告を求め、当該取引の状況を詳細に調査いたしました。
．監査の結果

会計監査人である新日本監査法人の監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。
営業報告書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。
利益処分に関する議案は、会社財産の状況その他の事情に照らし指

摘すべき事項は認められません。
附属明細書は、記載すべき事項を正しく示しており、指摘すべき事

項は認められません。
取締役の職務遂行に関しては、子会社に関する職務を含め、不正の

行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
なお、取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が行
った無償の利益供与、子会社又は株主との通例的でない取引並びに自己
株式の取得及び処分等についても取締役の義務違反は認められません。

平成 年 月 日
ヤマハ株式会社 監査役会

常勤監査役 太 田 直 幹

常勤監査役 堀越美知夫

監 査 役 三 浦 州 夫

監 査 役 和久田晴比古

（注） 常勤監査役太田直幹及び監査役三浦州夫は、株式会社の監査等に関
する商法の特例に関する法律第 条第 項に定める社外監査役であり
ます。

以 上



議決権の行使についての参考書類

．総株主の議決権の数

個

．議案および参考事項
第 号議案 第 期利益処分案承認の件

議案の内容は、株主総会招集ご通知の添付書類 頁に記載のとおりであります。
当社は、連結株主資本利益率の向上を念頭において、中期的な連結利益水準

をベースに、研究開発・合理化投資など経営基盤強化のために適正な内部留保
を行うとともに、安定的な配当を実施することを基本方針としております。
当期末の利益配当金につきましては、 株につき 円（先に実施いたしまし

た中間配当と合わせて年 円）とさせていただきたいと存じます。
また、役員賞与金は、 百万円（うち、監査役賞与金 百万円）とさせてい
ただきたいと存じます。

第 号議案 定款一部変更の件
．議案の要領および変更の理由

平成 年 月 日に 会社法 （平成 年法律第 号）、 会社法の施行に
伴う関係法律の整備等に関する法律（以下、 整備法 ）（平成 年法律第
号）、 会社法施行規則 （平成 年法務省令第 号）および 会社計算規則
（平成 年法務省令第 号）が施行されたことに伴い、次のとおり変更する
ものであります。

整備法 の規定に基づき次の事項について定款の定めがあるとみなされ
たことに伴い、所要の変更を行うものであります。
・取締役会、監査役、監査役会および会計監査人を置く旨の規定の新設（変
更案第 条）
・株券を発行する旨の規定の新設（変更案第 条）
・名義書換代理人から株主名簿管理人への名称変更および委託事務内容の
変更（変更案第 条）

単元未満株式について、その権利内容を明確にするための規定を新設する
ものであります。（変更案第 条）
議決権の代理行使について、株主総会に出席することができる代理人の数
を明確にするための変更を行うものであります。（変更案第 条第 項）
総会開示情報の増加に対応し、情報内容の充実と費用負担の軽減を図るた
めの株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供に関する規定
を新設するものであります。（変更案第 条）



監査役の異議がない場合に、取締役会の書面決議が可能となったことに伴
い、緊急時に備えて取締役会の書面決議制度に関する規定を新設するもの
であります。（変更案第 条第 項）
有能な人材の確保とその期待される役割を十分発揮できるようにするた
め、社外監査役の責任限定契約に関する規定を新設するものであります。
（変更案第 条）
会計監査人の章を新設するものであります。（変更案第 章、第 条、第 条）
その他、定款の各条項を 会社法 の規定に整合させるための変更を行う
ものであります。
公告の利便性の向上と公告掲載費用の節減のため、公告方法を原則として

電子公告に変更し、併せて、事故その他不測の事態に備え、予備的公告方法
を定めるものであります。（変更案第 条）
執行役員制度の定着化に伴い、取締役の員数の上限を減少するものであり

ます。（変更案第 条第 項）
有能な人材の確保とその期待される役割を十分発揮できるようにするた

め、社外取締役の責任限定契約に関する規定を新設するものであります。な
お、当該規定を設ける議案を本総会に提出することにつきましては、監査役
の全員一致による監査役会の同意を得ております。（変更案第 条）
その他、不要条文の削除および語句修正、条項の追加、削除に伴う条数の

変更等を行うものであります。



．変更の内容

現 行 定 款 変 更 案

第 章 総 則 第 章 総 則

（商 号）
第 条 （条文省略）

（商 号）
第 条 （現行どおり）

（目 的）
第 条 （条文省略）

（目 的）
第 条 （現行どおり）

（本店の所在地）
第 条 （条文省略）

（本店の所在地）
第 条 （現行どおり）

（新 設） （機 関）
第 条 当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の

機関を置く。
取締役会
監査役
監査役会
会計監査人

（公告の方法）
第 条 当会社の公告は、東京都において発行する

日本経済新聞に掲載する。

（公告方法）
第 条 当会社の公告方法は、電子公告とする。但

し、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合
の公告方法は、東京都において発行する日本
経済新聞に掲載する方法とする。

第 章 株 式 第 章 株 式

（発行する株式の総数）
第 条 当会社が発行する株式の総数は、 億株と

する。但し、株式の消却が行われた場合は、こ
れに相当する株式数を減ずる。

（発行可能株式総数）
第 条 当会社の発行可能株式総数は、 億株とす

る。

（新 設） （株券の発行）
第 条 当会社は、株式に係る株券を発行する。

（自己株式の取得）
第 条 当会社は、商法第 条ノ 第 項第 号の

規定により、取締役会の決議をもって自己株
式を買受けることができる。

（自己の株式の取得）
第 条 当会社は、会社法第 条第 項の規定に

より、取締役会の決議によって自己の株式を
取得することができる。

（ 単元の株式数及び単元未満株券の不発行）
第 条 当会社の 単元の株式の数は、 株とす

る。
当会社は、 単元の株式の数に満たない株
式（以下単元未満株式という。）に係わる株
券を発行しない。但し、株式取扱規則に定め
るところについてはこの限りでない。

（単元株式数及び単元未満株券の不発行）
第 条 当会社の単元株式数は、 株とする。

当会社は、第 条の規定にかかわらず、単元
株式数に満たない数の株式（以下 単元未満
株式 という。）に係る株券を発行しない。
但し、株式取扱規則に定めるところについて
はこの限りでない。

（下線部が変更箇所）



現 行 定 款 変 更 案

（新 設） （単元未満株式についての権利）
第 条 当会社の単元未満株式を有する株主（実質

株主を含む。以下同じ。）は、その有する単
元未満株式について、次に掲げる権利以外の
権利を行使することができない。
会社法第 条第 項各号に掲げる権利
会社法第 条第 項の規定による請求を
する権利
株主の有する株式数に応じて募集株式の割
当て及び募集新株予約権の割当てを受ける
権利

（株式取扱規則）
第 条 当会社の株券の種類並びに株式の名義書

換、質権の登録、信託財産の表示、株券の不
所持、株主（実質株主を含む。以下同じ。）
としての諸届、国外株主の国内住所等の届
出、株券の再発行、株券喪失登録の手続き、
単元未満株式の買取りその他株式に関する取
扱い及びその手数料並びに電磁的方法による
株主権行使等の取扱いについては、取締役会
で定める株式取扱規則による。

（株式取扱規則）
第 条 当会社の株式に関する取扱い及び手数料

は、法令又は本定款のほか、取締役会におい
て定める株式取扱規則による。

（名義書換代理人）
第 条 当会社は、株式につき名義書換代理人を置

く。
名義書換代理人及びその事務取扱場所は、

取締役会の決議によって定め、これを公告す
る。
当会社の株主名簿（実質株主名簿を含む。

以下同じ。）及び株券喪失登録簿は、名義書
換代理人の事務取扱場所に備え置き、株式の
名義書換、質権の登録及び信託財産の表示又
はこれらの抹消、株券の不所持、株券の交
付、株券喪失登録の手続き、単元未満株式の
買取り、届出の受理等株式に関する事務は、
名義書換代理人に取扱わせ、当会社において
は取扱わない。

（株主名簿管理人）
第 条 当会社は、株主名簿管理人を置く。

株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、
取締役会の決議によって定め、これを公告す
る。
当会社の株主名簿（実質株主名簿を含む。
以下同じ。）、新株予約権原簿及び株券喪失登
録簿の作成並びにこれらの備置きその他の株
主名簿、新株予約権原簿及び株券喪失登録簿
に関する事務は、株主名簿管理人に委託し、
当会社においてはこれを取扱わない。

（基準日）
第 条 当会社は、毎年 月 日の最終の株主名簿

に記載又は記録された議決権を有する株主を
もって、その決算期に関する定時株主総会に
おいて権利を行使すべき株主とする。
前項のほか必要があるときは、予め公告し

て基準日を定めることができる。

（削 除）

（下線部が変更箇所）



現 行 定 款 変 更 案

第 章 株主総会 第 章 株主総会

（定時及び臨時株主総会）
第 条 定時株主総会は毎年 月に開催し、臨時株

主総会は必要があるごとに開催する。

（株主総会の招集）
第 条 当会社の定時株主総会は、毎年 月にこれ

を招集し、臨時株主総会は、必要あるときに
随時これを招集する。

（新 設） （定時株主総会の基準日）
第 条 当会社の定時株主総会の議決権の基準日

は、毎年 月 日とする。

（招集者）
第 条 株主総会は、法令に別段の定めがある場合

を除き、取締役会の決議に基づき取締役社長
が招集し、その議長となる。

（条文省略）

（招集権者及び議長）
第 条 株主総会は、取締役社長がこれを招集し、

議長となる。

（現行どおり）

（議決権の代理行使）
第 条 株主は、当会社の議決権を有する株主を代

理人として、その議決権を行使することがで
きる。この場合には、株主又は代理人は、総
会ごとに代理権を証する書面を当会社に提出
することを要する。

（新 設）

（議決権の代理行使）
第 条 株主は、当会社の議決権を有する他の株主

名を代理人として、その議決権を行使する
ことができる。

株主又は代理人は、株主総会ごとに代理権
を証明する書面を当会社に提出しなければな
らない。

（決議の方法）
第 条 株主総会の決議は、法令又は定款に別段の

定めがある場合を除き、出席した株主の議決
権の過半数をもって決する。

商法第 条に定める特別決議は、総株主
の議決権の 分の 以上を有する株主が出席
し、その議決権の 分の 以上をもって決す
る。

（決議の方法）
第 条 株主総会の決議は、法令又は本定款に別段

の定めがある場合を除き、出席した議決権を
行使することができる株主の議決権の過半数
をもって行う。
会社法第 条第 項に定める決議は、議
決権を行使することができる株主の議決権の
分の 以上を有する株主が出席し、その議
決権の 分の 以上をもって行う。

（議事録）
第 条 株主総会の議事については議事録を作成

し、議長及び出席した取締役が記名捺印した
うえ、これを 年間本店に、その謄本を 年
間支店に備え置く。

（議事録）
第 条 株主総会における議事の経過の要領及びそ

の結果並びにその他法令に定める事項につい
ては、これを議事録に記載又は記録する。

（下線部が変更箇所）



現 行 定 款 変 更 案

（新 設） （株主総会参考書類等のインターネット開示とみな
し提供）
第 条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総

会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計
算書類に記載又は表示をすべき事項に係る情
報を、法務省令に定めるところに従いイン
ターネットを利用する方法で開示することに
より、株主に対して提供したものとみなすこ
とができる。

第 章 取締役及び取締役会 第 章 取締役及び取締役会

（取締役の数及び選任方法）
第 条 当会社の取締役は 名以内とし、株主総会

において選任する。
取締役の選任の決議は、総株主の議決権の
分の 以上を有する株主が出席し、その議
決権の過半数をもって決する。

（条文省略）

（取締役の員数及び選任方法）
第 条 当会社の取締役は 名以内とし、株主総会

において選任する。
取締役の選任決議は、議決権を行使するこ
とができる株主の議決権の 分の 以上を有
する株主が出席し、その議決権の過半数を
もって行う。

（現行どおり）

（役付取締役及び代表取締役）
第 条 取締役会の決議をもって、取締役会長、取締

役社長各 名及び取締役副社長、専務取締
役、常務取締役各若干名を選任することがで
きる。
取締役社長は、取締役会の決議に従い会社

の業務を執行し会社を代表する。

取締役会の決議をもって、第 項の役付取
締役のなかから会社を代表する取締役を定め
ることができる。

（代表取締役及び役付取締役）
第 条 取締役会は、その決議によって代表取締役

を選定する。

取締役会は、その決議によって取締役会
長、取締役社長各 名、取締役副社長、専務
取締役、常務取締役各若干名を定めることが
できる。

（削 除）

（任 期）
第 条 取締役の任期は、その就任後 年内の最終

の決算期に関する定時株主総会終結の時まで
とする。

（任 期）
第 条 取締役の任期は、選任後 年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時株
主総会の終結の時までとする。

（報酬及び退職慰労金）
第 条 取締役の報酬及び退職慰労金は株主総会で

定める。

（報酬等）
第 条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対

価として当会社から受ける財産上の利益（以
下 報酬等 という。）は、株主総会の決議
によって定める。

（権 限）
第 条 取締役会は、取締役をもって構成し、当会

社の業務執行を決定し、取締役の職務の執行
を監督する。

（削 除）

（下線部が変更箇所）



現 行 定 款 変 更 案

（招集者）
第 条 取締役会は、法令に別段の定めがある場合

を除き、取締役社長が招集し、その議長となる。
（条文省略）

（取締役会の招集権者及び議長）
第 条 取締役会は、法令に別段の定めがある場合を

除き、取締役社長がこれを招集し、議長となる。
（現行どおり）

（招集の通知）
第 条 取締役会招集の通知は、予め取締役会で期

日を定めた場合を除き、各取締役及び各監査
役に対して会日の 日前に発するものとす
る。但し、緊急を要する場合において適当な
方法で通知をするときは、この期間を短縮す
ることができる。

（新 設）

（取締役会の招集通知）
第 条 取締役会の招集通知は、予め取締役会で会

日を定めた場合を除き、会日の 日前までに
各取締役及び各監査役に対して発する。但し、
緊急の必要があるときは、この期間を短縮す
ることができる。

取締役及び監査役の全員の同意があるとき
は、招集の手続きを経ないで取締役会を開催
することができる。

（決議の方法）
第 条 取締役会の決議は、取締役の過半数が出席

し、その過半数をもって決する。

（新 設）

（取締役会の決議方法）
第 条 取締役会の決議は、議決に加わることがで

きる取締役の過半数が出席し、出席した取締
役の過半数をもって行う。
当会社は、会社法第 条の要件を充たす場
合は、取締役会の決議の目的である事項につ
き、取締役会の決議があったものとみなす。

（議事録）
第 条 取締役会の議事については議事録を作成

し、出席した取締役及び監査役が記名捺印し
たうえ、これを 年間本店に備え置く。

（取締役会の議事録）
第 条 取締役会における議事の経過の要領及びそ

の結果並びにその他法令に定める事項につい
ては、これを議事録に記載又は記録し、出席
した取締役及び監査役がこれに記名押印又は
電子署名する。

（新 設） （社外取締役の責任限定契約）
第 条 当会社は、会社法第 条第 項の規定に

より、社外取締役との間に、任務を怠ったこ
とによる損害賠償責任を限定する契約を締結
することができる。但し、当該契約に基づく
損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額
とする。

（顧問又は相談役）
第 条 （条文省略）

（顧問又は相談役）
第 条 （現行どおり）

第 章 監査役及び監査役会 第 章 監査役及び監査役会

（監査役の数及び選任方法）
第 条 （条文省略）

監査役の選任の決議は、総株主の議決権の
分の 以上を有する株主が出席し、その議
決権の過半数をもって決する。

（監査役の員数及び選任方法）
第 条 （現行どおり）

監査役の選任決議は、議決権を行使するこ
とができる株主の議決権の 分の 以上を有
する株主が出席し、その議決権の過半数を
もって行う。

（常勤監査役）
第 条 監査役の互選をもって常勤の監査役を定め

る。

（常勤の監査役）
第 条 監査役会は、その決議によって常勤の監査

役を選定する。

（下線部が変更箇所）



現 行 定 款 変 更 案

（任 期）
第 条 監査役の任期は、その就任後 年内の最終

の決算期に関する定時株主総会終結の時まで
とする。

（任 期）
第 条 監査役の任期は、選任後 年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時株
主総会の終結の時までとする。

（報酬及び退職慰労金）
第 条 監査役の報酬及び退職慰労金は株主総会で

定める。

（報酬等）
第 条 監査役の報酬等は、株主総会の決議によっ

て定める。

（権 限）
第 条 監査役会は、監査役の全員をもって組織

し、その決議をもって、監査の方針、会社の
業務及び財産の状況の調査の方法その他の監
査役の職務の執行に関する事項を定めること
ができる。但し、監査役の権限の行使を妨げ
ることはできない。

（削 除）

（招集者及び招集の通知）
第 条 監査役会は、各監査役が招集する。

監査役会招集の通知は、予め監査役会で期
日を定めた場合を除き、各監査役に対して会
日の 日前に発するものとする。但し、緊急
を要する場合において適当な方法で通知をす
るときは、この期間を短縮することができる。

（新 設）

（監査役会の招集通知）
第 条 （削 除）

監査役会の招集通知は、予め監査役会で会
日を定めた場合を除き、会日の 日前までに
各監査役に対して発する。但し、緊急の必要
があるときは、この期間を短縮することがで
きる。
監査役全員の同意があるときは、招集の手
続きを経ないで監査役会を開催することがで
きる。

（決議の方法）
第 条 監査役会の決議は、法令に別段の定めがある

場合を除き、監査役の過半数をもって決する。

（監査役会の決議方法）
第 条 監査役会の決議は、法令に別段の定めがあ

る場合を除き、監査役の過半数をもって行う。

（議事録）
第 条 監査役会の議事については議事録を作成

し、出席した監査役が記名捺印したうえ、こ
れを 年間本店に備え置く。

（監査役会の議事録）
第 条 監査役会における議事の経過の要領及びそ

の結果並びにその他法令に定める事項につい
ては、これを議事録に記載又は記録し、出席し
た監査役がこれに記名押印又は電子署名する。

（新 設） （社外監査役の責任限定契約）
第 条 当会社は、会社法第 条第 項の規定に

より、社外監査役との間に、任務を怠ったこ
とによる損害賠償責任を限定する契約を締結
することができる。但し、当該契約に基づく
損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額
とする。

（新 設） 第 章 会計監査人

（新 設） （選任方法）
第 条 会計監査人は、株主総会において選任する。

（下線部が変更箇所）



現 行 定 款 変 更 案

（新 設） （任 期）
第 条 会計監査人の任期は、選任後 年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに関す
る定時株主総会の終結の時までとする。
前項の定時株主総会において別段の決議
がなされないときは、当該定時株主総会に
おいて再任されたものとする。

第 章 計 算 第 章 計 算

（営業年度）
第 条 当会社の営業年度は、毎年 月 日から

翌年 月 日までとし、その末日をもって
決算期とする。

（事業年度）
第 条 当会社の事業年度は、毎年 月 日から

翌年 月 日までの 年とする。

（利益配当金）
第 条 利益配当金は、決算期の最終の株主名簿

に記載又は記録された株主又は登録質権者
に支払う。

（新 設）

（剰余金の配当の基準日）
第 条 当会社の期末配当の基準日は、毎年 月

日とする。

前項のほか、基準日を定めて剰余金の配
当をすることができる。

（中間配当）
第 条 当会社は、取締役会の決議により、毎年

月 日の最終の株主名簿に記載又は記録
された株主又は登録質権者に対し、商法第
条ノ の規定による金銭の分配（以下中

間配当という）をすることができる。

（中間配当）
第 条 当会社は、取締役会の決議によって、毎

年 月 日を基準日として中間配当をする
ことができる。

（配当金の除斥期間等）
第 条 利益配当金及び中間配当金が支払開始の

日から満 年を経過しても受領されないと
きは、当会社はその支払の義務を免れる。

未払の利益配当金及び中間配当金に対し
ては、利息を附けない。

（配当の除斥期間）
第 条 配当財産が金銭である場合は、その支払

開始の日から満 年を経過してもなお受領
されないときは、当会社はその支払義務を
免れる。

（削 除）

附 則
第 条の規定にかかわらず、平成 年 月
日開催の第 期定時株主総会において選任

された取締役の任期は、平成 年開催の定時
株主総会終結の時までとする。

（削 除）

（下線部が変更箇所）



第 号議案 取締役 名選任の件

本総会終結の時をもって取締役全員が任期満了となりますので、取締役 名の

選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴および他の会社の代表状況 所 有 す る

当社株式の数

岸
きし

田
だ

勝
かつ

彦
ひこ

（昭和 年 月 日生）

昭和 年 月 当社入社
平成 年 月 同 ピアノ事業本部長
平成 年 月 同 取締役
平成 年 月 同 常務取締役
平成 年 月 同 専務取締役
平成 年 月 同 代表取締役会長

現在に至る

株

伊
い

藤
とう

修
しゅう

二
じ

（昭和 年 月 日生）

昭和 年 月 当社入社
昭和 年 月 ヤマハ ケンブル ミュージック

取締役社長
昭和 年 月 当社取締役
平成 年 月 同 常務取締役
平成 年 月 同 代表取締役専務
平成 年 月 同 代表取締役社長

現在に至る

株

加
か

藤
とう

博
ひろ

万
かず

（昭和 年 月 日生）

昭和 年 月 当社入社
平成 年 月 同 エレクトロニクス開発セン

ター長
平成 年 月 同 取締役
平成 年 月 同 常務取締役

現在に至る
平成 年 月 同 技術・開発担当、サウンド

ネットワーク事業部、コンテン
ツ事業推進部、開発戦略室、
ヤマハ室担当

現在に至る

株

黒
くろ

江
え

常
つね

夫
お

（昭和 年 月 日生）

昭和 年 月 当社入社
平成 年 月 同 経営企画室長
平成 年 月 同 取締役
平成 年 月 同 常務取締役

現在に至る
平成 年 月 同 人事・労政担当、経営企画

室、人事部、情報システム部担当
現在に至る

株

長
は

谷
せ

川
がわ

至
とおる

（昭和 年 月 日生）

昭和 年 月 ヤマハ発動機株式会社入社
昭和 年 月 同 取締役
平成 年 月 同 常務取締役
平成 年 月 同 専務取締役
平成 年 月 同 代表取締役社長
平成 年 月 当社取締役

現在に至る
平成 年 月 ヤマハ発動機株式会社取締役

会長
現在に至る

株



候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴および他の会社の代表状況 所 有 す る

当社株式の数

八
や

幡
はた

泰
やす

司
し

（昭和 年 月 日生）

昭和 年 月 当社入社
平成 年 月 同 執行役員
平成 年 月 同 生産技術統括本部長
平成 年 月 同 取締役

現在に至る
平成 年 月 同 製造担当、カーパーツ事業

部、品質・生産技術部、プロダ
クティブテクノロジー事業戦略
推進室担当
現在に至る

株

梅
うめ

村
むら

充
みつる

（昭和 年 月 日生）

昭和 年 月 当社入社
平成 年 月 ヤマハ コーポレーション オブ

アメリカ取締役社長
平成 年 月 当社執行役員
平成 年 月 同 楽器事業本部長

現在に至る
平成 年 月 同 上席執行役員

現在に至る

株

岡
おか

部
べ

比
ひ

呂
ろ

男
お

（昭和 年 月 日生）

昭和 年 月 当社入社
平成 年 月 同 管・教育楽器事業部長
平成 年 月 同 執行役員

現在に至る
平成 年 月 同 楽器事業本部副本部長

現在に至る
他の会社の代表状況
広州ヤマハ・珠江鋼琴有限責任公司董事長

株

（注） ．長谷川至は、会社法施行規則第 条第 項第 号に定める社外取締役候補者であります。
．取締役候補者のうち、当社との間に特別の利害関係を有する者は次のとおりであります。
伊藤修二
財団法人ヤマハ音楽振興会の理事長を兼務し、当社は同財団法人に音楽教室の運営に伴
う講師費用の支払等があるとともに、音楽教室事業において、当社の全額出資子会社が
同財団法人と競業関係にあります。
黒江常夫
ヤマハ企業年金基金の理事長を兼務し、当社は同基金に対し年金掛金の支払等があります。
ヤマハ健康保険組合の理事長を兼務し、当社は同組合に対し保険料の支払等があります。
ヤマハ共済会の理事長を兼務し、当社は同会に対し会費の拠出があります。
岡部比呂男
広州ヤマハ・珠江鋼琴有限責任公司の董事長を兼務し、当社および当社の全額出資子会
社は、同社と製品の売買取引等があります。
上記取締役候補者は、いずれも本総会で取締役に選任された場合、本総会終結後に開催
される取締役会において 当社株式の大量買付提案への対応方針（買収防衛策）（その
概要は営業報告書 頁から 頁までに記載のとおり）の継続に賛成することを予め表明
しております。
なお、同取締役会において当該対応方針の継続が承認された場合の当該対応方針の有効
期限は平成 年 月に開催される定時株主総会終結後、最初に開催される取締役会終結
時までとします。当社取締役の任期は 年であり、取締役の改選をとおして、毎年当該
対応方針継続の是非を株主の皆様にご判断いただきます。また、当該対応方針を継続す
ることを決定した場合でも、企業価値・株主全体の利益の確保・向上の観点から、随時
その見直しを行ってまいります。



第 号議案 監査役 名選任の件
監査役和久田晴比古氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、監査役
名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

（注） 寺井康晴は、会社法施行規則第 条第 項第 号に定める社外監査役候補者であります。
．寺井康晴は、ヤマハモーターソリューション株式会社の代表取締役社長を務め、当社は
同社とコンピューターソフト開発委託取引があります。

氏 名
（生 年 月 日） 略歴および他の会社の代表状況 所 有 す る

当社株式の数

寺
てら

井
い

康
やす

晴
はる

（昭和 年 月 日生）

昭和 年 月 ヤマハ発動機株式会社入社
平成 年 月 同 取締役
平成 年 月 同 取締役退任
平成 年 月 ヤマハモーターソリューション

株式会社代表取締役社長
現在に至る

他の会社の代表状況
ヤマハモーターソリューション株式会社
代表取締役社長

株

第 号議案 退任取締役および退任監査役に対する退職慰労金贈呈ならびに取締役
および監査役に対する退職慰労金制度廃止に伴う退職慰労金打切り支
給の件

本総会終結の時をもって退任される取締役花本眞也、牧野時久および監査役
和久田晴比古の 氏に対し、在任中の労に報いるため、当社所定の 役員退職慰
労金算定基準 に従い、退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。なお、その具
体的金額、贈呈の時期、方法等は、取締役につきましては取締役会に、また監査
役につきましては監査役の協議にご一任願いたいと存じます。
また、当社は、取締役および監査役の報酬制度見直しの一環として、平成 年
月 日開催の取締役会において、本総会終結の時をもって役員退職慰労金制度
を廃止することを決議しました。これに伴い、第 号議案が原案どおりご承認さ
れることを条件として、重任する取締役岸田勝彦、伊藤修二、加藤博万、黒江常夫、
長谷川至の 名および在任中の監査役太田直幹、堀越美知夫、三浦州夫の 名に
対し、当社所定の 役員退職慰労金算定基準 に従い、本総会終結までの在任期
間に相当する退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。贈呈の時期は、各取締役
および監査役の退任時とし、その具体的金額、方法等は、取締役につきましては
取締役会に、また監査役につきましては監査役の協議にご一任願いたいと存じま
す。



退任する各氏の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

花
はな

本
もと

眞
しん

也
や 平成 年 月 当社取締役

現在に至る

牧
まき

野
の

時
とき

久
ひさ 平成 年 月 当社取締役

現在に至る

和
わ

久
く

田
だ

晴
はる

比
ひ

古
こ 平成 年 月 当社監査役

現在に至る

打切り支給の対象となる第 号議案をご承認いただいた場合に重任する取締役
および在任中の監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

岸
きし

田
だ

勝
かつ

彦
ひこ

平成 年 月 当社取締役
平成 年 月 同 常務取締役
平成 年 月 同 専務取締役
平成 年 月 同 代表取締役会長

現在に至る

伊
い

藤
とう

修
しゅう

二
じ

昭和 年 月 当社取締役
平成 年 月 同 常務取締役
平成 年 月 同 代表取締役専務
平成 年 月 同 代表取締役社長

現在に至る

加
か

藤
とう

博
ひろ

万
かず 平成 年 月 当社取締役

平成 年 月 同 常務取締役
現在に至る

黒
くろ

江
え

常
つね

夫
お 平成 年 月 当社取締役

平成 年 月 同 常務取締役
現在に至る

長
は

谷
せ

川
がわ

至
とおる 平成 年 月 当社取締役

現在に至る

太
おお

田
た

直
なお

幹
もと 平成 年 月 当社常勤監査役

現在に至る

堀
ほり

越
こし

美
み

知
ち

夫
お 平成 年 月 当社常勤監査役

現在に至る

三
み

浦
うら

州
くに

夫
お 平成 年 月 当社監査役

現在に至る

以 上







電磁的方法（インターネット等）による議決権行使のお手続きについて

．インターネットをご利用される皆様へ
インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、

行使していただきますようお願い申しあげます。

インターネットによる議決権行使は、当社の指定する議決権行使サイト
（ ）をご利用いただくことによってのみ可能です。
なお、議決権行使サイトは、携帯電話を用いたインターネットではご利用い
ただけませんのでご了承ください。
インターネットにより議決権を行使される場合は、議決権行使書用紙右片に
記載の議決権行使コードおよびパスワードが必要となります。今回ご案内す
るパスワードは、原則として本株主総会に関してのみ有効です。次回の株主
総会の際には、新たなパスワードを発行いたします。
インターネットによる議決権行使は、議決権行使結果の集計の都合上、可能
な限り株主総会前日の平成 年 月 日（月曜日）の午後 時までに行使さ
れますようお願いいたします。
インターネットと書面の両方で議決権行使をされた場合は、後に到着したも
のを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。ただし、この両方が同
日に到着した場合は、インターネットによるものを有効な議決権行使として
お取り扱いいたします。
インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われた
ものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用は、株主様のご負担と
なりますのでご了承ください。

インターネット議決権行使に関するお問い合わせ
中央三井証券代行ウェブサポート
電話 （ ）
受付時間 土日休日を除く

．機関投資家の皆様へ
管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、

議決権電子行使プラットフォームのご利用を事前に申し込まれた場合には、当社
株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、当該プラット
フォームをご利用いただくことができます。



左側車線に寄って走ってください。 

東名高速道路 浜松インター 至東京 

陸橋 

国道 
152号線 

東海道本線 

東海道新幹線 

浜松アクトシティ 

新浜松駅 

六間道路 

浜松市役所 

ヤマハミュージック東海 
　浜松店 

浜松東 
郵便局 

浜松スポーツ 
　　　センター 

パチンコ 
竜光 

柳通り 

中
日
新
聞 芳

川 

国
道
１
号
線 

GASビル 
サーラ 

GS

GS

北
小 

当社  18号館 

浜松
駅 

N

直進となりますので、このあたりから 
右側車線に寄って走ってください。 

八幡駅 

静岡文化芸術大学 

ヤマハ 

遠鉄電車（高架） 

遠州信用 
金庫 

浜松郵便局 

株主総会会場ご案内図

浜松市中沢町 番 号

電話（ ）

浜松駅より約 、遠鉄八幡駅より徒歩約 分、
浜松インターより車で約 分。
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